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は主な検討対象を東京都区部および 2010 年調査当時の 19 の政令指定都市に
ついての調査結果とし，必要に応じて大都市の周囲に所在する大都市に準ず
る地域ついての調査結果も取り上げる。
　2010 年国勢調査が把握した大都市地域の住民は約 3500 万人に達し，全国
人口の約 28％を占め，これらの地域と地域特性の共通性が高い東京都市部・





































項目だけが 2012 年 3 月現在公表されている。
表 1－ 1　都道府県別調査票回収方法の内訳
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度をみてみよう。表 1－ 5は，2010 年国勢調査の実施時期に近い 2010 年 11
月に発送された裁判員候補名簿登録通知について「住所変更」「宛先不明」
の発生状況を示したものである。住所変更率・宛先不明率の合計が全国の水
表 1－ 4　「5年前の常住地が現住所である比率」(2010 年）












表 1－ 5　裁判員候補名簿登録通知 1）の宛先不明率・住所変更率 2）




























る 2010 年 10 月分の人口推計は（国勢調査の結果自体が利用できるので）概
算値だけが公表され，同年 9月分までと同じ推計方法による確定値は公表さ
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れていない。
　表 1－ 6には，2007 年から 2010 年の 9月・10 月についての人口推計によ
る男女別全国人口の概算値と確定値を，把握漏れが生じやすい 20 代前半に












表 1－ 6　20 ～ 24 歳の推計人口の概算値と確定値








 5） 90 歳以上の高齢層においても比較的大きな相違が認められる。
 6） 個別自治体の住民基本台帳における「年齢不詳」者は，2010 年 9 月末時点にお
いて全国で少なくとも 36 人（男性 20 人，女性 16 人）確認できる。内訳は東
京都小金井市の男性 1人・名古屋市の男性 17 人，女性 11 人，大阪府寝屋川市
の男性 1人，女性 1人，北九州市の男性 1人，同市の女性 4人となっている。
このうちのほとんどは，2011 年 3 月末時点の集計表では掲載されていないが，
小金井市の男性 1人・寝屋川市の男性 1人は 2012 年 3 月現在の集計表にも掲










 8） 2010 年に他の都道府県から転居した人口において 15 歳～ 29 歳の若年層が占め
る比率は全国では43％を占めており，東京都への転居者では49％とさらに高い。
総務省統計局（2011）















よう。表 2－ 1 は，2011 年 3 月末時点の住民基本台帳人口と同年 4月 1 日
時点の人口推計による性別年齢別「日本人人口」を，2001 年と 2006 年の相
当するデータとともに示したものである 1）。両者の時点は，31 日 24 時と 1
日 0 時という意味であるので，同時点のデータとみなせる（両統計の他の
時点についても同様にみなせる）。2011 年 4 月 1 日時点の人口推計は，2010













　表 2－ 2 は，前回国勢調査に基づく「（外国人を含む）総数」についての
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推計人口（概算値）と国勢調査結果との相違の状況を 2000 年以降の 3回の
調査結果について性別年齢別に示したものである。推計人口の概算値と確定













　表 2－ 3は，1月 1 日時点についての人口推計による「総数」と「日本人
人口」の差と前年 12 月末時点の外国人登録者数との差を 1995 年・2000 年・
2005 年・2000 年の 4回の年次についての性別年齢別に示したものである。1
月 1日時点と 12 月末時点は，同一とみなせる。人口推計は，前年 10 月時点
の国勢調査結果にその後の期間に発生した変動を加減したものである。4時
表 2－ 3　在留外国人統計と「推計外国人人口」1）2）の対比






































大の年齢は 19 歳と 20 歳が多く，奈良市の女性において 20％近い上回りと
表 3－ 1　国勢調査人口と登録人口 1）の比較：奈良県





る。このような傾向は 2005 年以前の調査と共通である 3）。
注












　表 4－ 1 は 1995 年調査以降の国勢調査による性別年齢計「日本人人口」
を同時点の住民基本台帳人口と東京都の区部・市部別に比較したものであ
表 4－ 1　 東京都における「住民基本台帳人口」と国勢調査による「日本人人口」
（各年 10月 1日現在）
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る。区部では各年次とも住民基本台帳人口を国勢調査人口が男女と下回って
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の差 5.8％），八王子市（男性の差 3.1％，女性の差 2.1％）などである。
　逆に国勢調査結果が住民基本台帳人口を下回っている状況は区部の男性で
は 16 区において，同じく女性では 14 区において，市部の男性では 13 市に
おいて，同じく女性では 11 市においてみられる。特に大きな差は都心部の
港区（男性の差 6.7％，女性の差 5.9％）・渋谷区（男性の差 5.7％，女性の差
5.8％）・千代田区（女性の差 3.5％）・台東区（女性の差 3.5％），周辺部の板





　表 4－ 3は，東京都区部について 2010 年 10 月の両データによる「全年齢
表 4－ 3　国勢調査人口と登録人口の比較：東京都区部　2010 年 10月
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計」と若年層（15 ～ 29 歳）について相違の状況を示したものである。23 区
のうち 18 区のデータが入手できた。若年層では港区を除くほとんどの区に
おいて男女両方の 18 歳～ 22 歳前後の年齢層において国勢調査結果が上回っ





の状況を示したものである。東京都所在 26 市のうち 12 市のデータが入手で
きた。若年層ではほとんどの市の男女両方の 10 代後半～ 20 代前半の年齢層
において国勢調査結果が上回っている。上回り率が最大の年齢は 19 歳と 20
歳が多く，小金井市の男女・武蔵野市の女性・八王子市の男女・西東京市の
表 4－ 4　国勢調査人口と登録人口の比較：東京都市部　2010 年 10月












　表 5－ 1は，2010 年国勢調査時点の政令指定都市について両データの「全
年齢計」および若年層（15 歳～ 29 歳）について相違の状況を男女別に示し
たものである。このうち 13 市は同年 9月 30 日現在のデータであるが，10










市のうち 19 市（170 行政区）の 2010 年調査の結果について「年齢計」にお
ける両データの間の相違および相違が最も大きい年齢層とその年齢層につい
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ての相違が各市において最も大きい行政区（およびその年齢など）を示した
ものである（大阪市の 24 区のうち 5区については 2010 年国勢調査実施時点
の住民基本台帳に基づく年齢別人口データが入手できなかった）。上回り幅
が最大の年齢は 19 歳と 20 歳が多く，約 3分の 2 の都市で上回り幅が 20％
を超えている。ここでも遠方の地域からの入学者が多い大学が所在する各市
表 5－ 1　国勢調査人口と登録人口の比較：政令指定都市　2005 年・2010 年




両データの差違をみてみよう。ここでは 2010 年国勢調査による総人口が 40
万人以上の三大都市圏に所在の 14 市のうち住民基本台帳人口データが入手




表 5－ 2　国勢調査人口と登録人口の比較：政令指定都市の行政区　2010 年






































































　表 6－ 1 は，全国の「年齢不詳」発生数の推移を 1975 年以降について示
したものである。1990 年までは増加傾向が続いていたが，1995 年に減少し
たのち 2005 年に 1990 年の水準を超え，2010 年には 100 万人近く（総人口
の約 0.8％）に達している。





























表 6－ 2　地域別「年齢不詳」率（2010 年国勢調査）









 2） 遠方からの入学者が多い大学が所在する大都市圏外の都市でも，20 歳前後の年
齢層において住民基本台帳人口を国勢調査の把握数が上回っている。
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